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１ 流域連携の推進等 －流域の総合的かつ一体的な管理の枠組み－

【状況】

国土交通省国土政策局「国土数値情報（行政区域データ）」
をもとに内閣官房水循環政策本部事務局が編集・加工

全国の水循環に関する計画のうち、水循環基本計画に基づく「流域水循環計画」として、
平成30年12月に5計画を新たに位置付け、合計で35計画となった。

流域水循環計画の
全国MAP

合計 ３５ 計画

流域水循環計画の公表

流域に関わる多様な主体が連携し、流域毎に「流域水循環計画」を策定して流域マネジメントに取り組む必要がある。
「流域水循環計画」として全国で35計画(平成30年12月現在)が策定され、ウェブで公表。
先進的な流域マネジメントに関するモデル調査を実施し、流域マネジメントの鍵となる取組や優良な事例を流域マネジメントの手引き、事例
集(平成30年7月)として公表、地域ブロック説明会を開催し普及啓発に努めている。

【取組】

平成29年１月公表

平成29年４月公表

平成30年１月公表

平成30年４月公表

平成30年12月公表

凡例

資料) 内閣官房水循環政策本部事務局



２ 貯留涵養機能の維持向上 (１)森林

森林は、水源涵養機能の他にも災害防止、温暖化
防止や木材生産等多様な機能の発揮を期待されてお
り、地域の実態等に応じそれらの多面的機能をバラン
ス良く発揮するよう、適切な森林整備・保全が必要。

所有者自身による森林整備が期待できない森林について、意欲ある者が複数
の所有者の森林を取りまとめ、施業を一括して実施することによる間伐など効率
的な森林整備を推進する必要。

森林所有者の世代交代や不在村化
等から、森林の境界や所有者の特定
が困難な森林が多数存在。

【状況】 森林の現況、自然条件、地域ニーズ等を踏まえ、水源涵養機能等の多面的機能の持続的発揮に資する森林の整備・保全の推進が必要。
多様な森林を森林計画制度に基づき整備・保全し、民有林において、森林施業の集約化を図り間伐や路網の整備等を推進するとともに、
所有者による整備が見込めない奥地水源林等において公的主体による整備、保安林の計画的配備や治山施設の整備等を推進。また、
平成30年5月には森林経営管理法が成立し、これを踏まえ平成31年税制改正で森林環境税等が創設の見込み。

【取組】
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1980 86 93 99 2003 07 11 15

災害防止

温暖化防止

水資源の涵養

野外教育

大気浄化・
騒音緩和

林産物生産

資料：総理府「森林・林業に関する世論調査」（昭和55年）、「みどりと木に関する世
論調査」（昭和61年）、

「森林とみどりに関する世論調査」（平成5年）、「森林と生活に関する世論調
査」（平成11年）、

内閣府「森林と生活に関する世論調査」（平成15年、平成19年、平成23年）、
農林水産省「森林資源の循環利用に関する意識・意向調査」（平成27年）

注１：回答は、選択肢の中から３つまでを選ぶ複数回答。
注２：選択肢は、特にない、わからない、その他を除いて記載。

■ 国民の森林に期待する働き ■ 施業集約化の取組

所有者の意向が
確認できない

間伐材が搬出できない

森林の境界や所有者が不明

効率的な
作業システムが可能

効率的な
路網整備が可能

間伐材の搬出が可能

複数の所有者の森林を

取りまとめ、施業を一括
して実施

■ 不在村者保有の森林面積の割合

資料：農林水産省「2005年農林業センサス」
国土交通省（H23 農地・森林の不在村所有者に対するインター
ネットアンケート）

注１：不在村者とは、森林所有者であって、森林の所在する市町村の区域に
居住、または事業所を置く者以外の者。

注２：森林整備法人（林業・造林公社等）を除く。
注３：国土交通省の調査時点では、森林法に基づく森林の土地の所有者の

届出制度は未施行。

県外

在村者
76％

県内

保有森林面積
1,343万ha

不在村者
24％

森林の所有者のうち、
相続時に何も手続きを
していない 17.9%

森林所有者 市町村

経営管理を委託

意向を確認 林業経営に
適した森林

経営管理を再委託

林業経営に

適さない森
林

意欲と能力のある
林業経営者

市町村が自ら管理

■ 森林経営管理制度の概要

経営管理が行われていない森林について、森林所有者の意向に応じて、市町村
が仲介役となり森林所有者と林業経営者をつなぐ森林経営管理制度（森林経営管
理法）が2019年度から運用開始。

木材生産

野生動植物
生息の場

保健休養

■ 治山事業による保安林の機能維持・向上

森林の公益的機能の適切な発揮
のため、治山施設の設置や機能が
低下した保安林の整備を推進。

保安林種別 指定面積 実面積

 水源かん養

保安林
9,204 9,204

 土砂流出防

備保安林
2,596 2,534

 土砂崩壊防

備保安林
60 59

その他 1089 399

合　計 12,949 12,197

■ 保安林の配備状況

水源涵養などの公益的機能の発揮が特
に要請される森林は「保安林」に指定し、伐
採の制限や転用規制等により保全・整備。

資料：林野庁治山課調べ（2018年3月31日現在）
注１：実面積とは、それぞれの種別における指定面積から、上位の種別に

兼種指定された面積を除いた面積を表す。
注２：単位未満四捨五入のため、合計と内訳は必ずしも一致しない。
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資料) 林野庁

資料) 林野庁

資料) 林野庁
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２ 貯留涵養機能の維持向上 (２)河川

河川管理者による効率的な河川整備に加え、下水道管理者、流域自治体が連携し
ハード・ソフト一体となった対策を推進。

河川整備

近年、短時間強雨の発生回数が増加傾向にあり、1時間降水量50mm以
上(アメダス1000地点あたり)の年間発生回数は約30年前の約1.4倍に増加。

短時間強雨発生回数の長期変化

【状況】

【取組】

近年、大雨や短時間強雨の頻発により多発している浸水被害の軽減を図ることを目的に、洪水や雨水を河川や下水道に安全に流下さ
せるとともに、降雨を貯留又は地下に浸透させる必要がある。
洪水や雨水を安全に流下させ、人命・財産の保護に努めるとともに、大規模災害が発生しても被害を最小限に食い止めるため、ハード・ソ
フトを適切に組み合わせた防災・減災対策を保水、遊水機能の確保にも努めながらより一層推進。

100mm/h安心プラン

河川管理者及び下水道管理者の連携によるハード整備に加え、住民
等の参加のもと、雨水貯留浸透施設の整備や危険情報の周知体制
の構築等により、浸水被害の軽減を推進。

資料) 国土交通省

資料) 国土交通省

資料) 国土交通省
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２ 貯留涵養機能の維持向上 (３)農地

【状況】 農地は、農業生産活動が持続的に行われることにより、雨水等を貯留し地下水涵養するなど、健全な水循環に欠かせない多面的機
能を発揮。
この多面的機能の発揮のために、農業生産に欠くことのできない農地や農業水利施設等の農業生産基盤の整備・管理に加え、農村
地域を支えてきた地域コミュニティによる水路の泥上げや農村環境保全活動などの共同活動など、各種施策や取組を推進。

【取組】

新たな土地改良長期計画（平成28年8月24日閣議決定）の全体概要

この５０年間で、農地面積は約４分の３に減少し、近年は緩やかな
減少傾向で推移。また、耕地利用率は、近年９２％前後で推移。

農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮させるため、様々な施策や取組を実施。

農地面積、作付（栽培）延べ面積、耕地利用率

農業・農村の有する多面的機能

農業・農村は、食料を供給する機能だけでなく、様々な機能を有しており、
これら多面的機能の効果は、農村地域の住民だけでなく国民全体が享受。

資料) 農林水産省

資料) 農林水産省
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２ 貯留涵養機能の維持向上 (４)都市

都市緑地法等の一部を改正

平成29年6月に都市緑地法等の一部を改正する法律及び関係政省令が施行され、
様々な役割を担っている都市の緑空間を、民間の知恵や活力を活かしながら保
全・活用していくための取組を推進。

【状況】 都市における貯留・涵養能力を持つ緑地の保全と創出を図るとともに、雨水の適切な貯留・涵養を推進することで、浸水被害を図るととも
に、水辺空間の創出などの取組が必要。
平成29年6月に都市緑地法等の一部を改正する法律が施行され、様々な役割を担っている都市の緑空間を、民間の知恵や活力を活
かしながら保全・活用していくための取組を推進。また、平成27年7月に下水道法が一部改正され、官民連携による浸水対策を推進する
制度を構築。

【取組】

平成27年7月に下水道法が一部改正され、民間の協力を得つつ、浸水対策を推進するため、
「浸水被害対策区域」を設定し、民間の設置する雨水貯留施設を下水道管理者が協定に基
づき管理する制度を創設。

官民連携による浸水対策の推進

例：横浜市浸水被害対策区域

民間の貯留施設

再開発のビル等

降雨の影響がなくなった後に、下水道管渠に送水

道路

下水道施設

官民連携した浸水対策のイメージ

資料) 国土交通省

資料) 国土交通省
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水道水質基準適合率

水質基準が最新の科学的知見に基づき逐次改正されている中
で、高い水質基準適合率（H27年度：99.98%）を維持しており、安
全で良質な水道水の供給がなされている。

水安全計画策定状況

平成29年3月末時点における策定率は、策定中を含めて全体で約19％。

３ 水の適正かつ有効な利用の促進等 (１)安定した水供給・排水の確保等

ア 安全で良質な水の確保

水道水の異臭味障害を受けた人口は、平成2年度のピーク時に2千万人台
まで増加したが、高度処理の導入等により改善し、平成19年度以降は300万
人以下で推移。

水道水の異臭見障害の発生状況の推移

【状況】 水道水質基準適合率は、ほぼ100%を達成。また高度浄水処理施設の導入等により異臭味障害の発生も大幅に減少してきている。
一方、水質事故などの不測の事態にも適切な対応がとれるよう、マニュアルの配備や訓練の充実、監視体制の強化等が必要。
最新の科学的知見を踏まえて水質基準を逐次改正している。また、水源から給水栓に至る統合的な水質管理を実現する手段として、
WHOが提唱する「水安全計画」の策定を推奨。

【取組】

資料) 厚生労働省
資料) 厚生労働省

資料) 厚生労働省
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３ 水の適正かつ有効な利用の促進等 (１)安定した水供給・排水の確保等

イ 災害への対応 近年の代表的な水害

【状況】 気候変動等による豪雨の頻発化・激甚化が顕在化。
洪水や雨水を安全に流下させ、人命・財産の保護に努めるとともに、大規模災害が発生しても被害を最小限に食い止めるため、ハード・ソ
フトを適切に組み合わせた防災・減災対策を、保水、遊水機能の確保にも努めながらより一層推進。

【取組】

近年、各地で水害が発生。西日本を中心に全国的に広い範囲で記録的な大雨
となった平成30年7月豪雨では、広域的かつ同時多発的に河川の氾濫、内水
氾濫、土石流等が発生し、甚大な被害となった。

水防災意識社会再構築ビジョン

「施設では防ぎきれない大洪水は必ず発生するもの」との考えに立ち、社会全体
で洪水に備える「水防災意識社会」を再構築する取組を推進。平成30年7月豪雨
を踏まえ、取組を加速。

平成30年7月豪雨による被害(高梁川水系小田川)

岡山県倉敷市真備町では、高梁川水系小田川やその支川において、
８箇所で堤防決壊が生じ、浸水被害が発生。

資料) 国土交通省

資料) 国土交通省

資料) 国土交通省
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３ 水の適正かつ有効な利用の促進等 (１)安定した水供給・排水の確保等

ウ 危機的な渇水への対応

関係者が連携して、渇水の状況に応じた影響・被害の想定や、渇水による被害を軽減するた
めの対策等を定める渇水対応タイムライン（時系列の行動計画）の検討を開始。

渇水対応タイムラインのイメージ

危機的な渇水、大規模自然災害等、発生頻度は低いものの水供給に影響の
大きいリスクに対応するため、フルプランを「リスク管理型」の計画へ見直し

水資源開発基本計画(フルプラン)の見直しに着手

【状況】 水インフラの整備等により全国的に水需給のバランスは概ね確保されるようになったが、近年は、年降水量の変動幅の増大、積雪量の減
少傾向や無降水日数の増加傾向が見られ、依然として毎年のように取水制限や減圧給水などの渇水の影響が生じている。
危機的な渇水、大規模自然災害等、発生頻度は低いものの水供給に影響の大きいリスクに対応するため、フルプランの見直しに着手。
また、関係者が連携して、渇水の状況に応じた影響・被害の想定や、渇水による被害を軽減するための対策等を定める渇水対応タイムラ
インの検討を開始。

【取組】

1965年以降、多くの地区で渇水による影響が発生、水資源開発施設が整備されて

きた近年においても、依然として毎年のように全国のどこかで減圧給水などの渇水
の影響が生じている。

（注） 1. 国土交通省水資源部調べ
2. 全国を1965～1978年は144、1979～1989年は169、1990～1997年は171、1998～2003年は172、2004年は175、2005年は172、

2006年は171、2007年から168の地区に分割して集計した。
3. 同一地区で水道、工水、農水のうち複数の減断水が行われた場合もあるので、それら３用途の総和が必ずしも渇水発生地区数

となってはいない。

最近30ヶ年で渇水による影響が発生した地区数の推移

新たな水資源開発基本計画のあり方

１．水供給を巡るリスクに対応するための計画

２．水供給の安全度を総合的に確保するための計画

３．既存施設の徹底活用

４．ハード・ソフト施策の連携による全体システムの機能確保

【取組】

資料) 国土交通省

資料) 国土交通省
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３ 水の適正かつ有効な利用の促進等 (２)持続可能な地下水の保全と利用の推進

過去に地下水障害が顕在化した地域を中心とし、法律、条例等による地下水採取規制、ダム等の整備による地下水から河川水への水
源転換などの地下水保全対策を実施。地盤沈下は近年沈静化の傾向にあるが、依然として地盤沈下が続いている地域が存在。
地下水保全のあるべき基本的な考え方、地下水の適切な保全管理のための方策をまとめた「地下水保全ガイドライン」 (平成28年4月)
等を作成するとともに、地方自治体が地下水マネジメントに取り組む際に参考となる「地下水マネジメントの導入のススメ」 (平成29年4
月)と「地下水マネジメントの合意形成の進め方」(平成30年7月)を作成して関係者に周知し、取組を推進。

地盤沈下が進行している累積沈下量の推移

地下水障害が顕在化した地域を中心に重点的な地下水保全対策が実施された結果、
長期的には近年沈静化の傾向。ただし、依然として地盤沈下が続いている地域が存在。

地下水マネジメントに関する参考資料の作成

平成29、30年に地下水マネジメントを導入する際に役立つ事項を
とりまとめた資料を作成。

(平成30年７月)(平成29年４月)

地下水保全ガイドラインの作成

【状況】

【取組】

(平成28年４月) (平成28年４月)

平成28年に地下水保全のあるべき基本的な考え方、地下水の適切
な保全管理のための方策をとりまとめたガイドラインと事例集を作成。

資料) 環境省「平成28年度全国の地盤沈下地域の概況」をもとに国土交通省水資源部作成

資料) 環境省

資料) 内閣官房水循環政策本部事務局
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３ 水の適正かつ有効な利用の促進等 (３)水インフラの戦略的維持管理・更新等 1/2

水道の普及率と投資額の推移国の河川管理施設の年度別設置数

多くの河川管理施設は高度経済長期に集中して建設。
今後、更に老朽化が進行することから、施設毎に長寿
命化計画を策定、維持管理・更新を計画的に実施。

工業用水道の建設改良費の推移

施設の老朽化により、平成22年頃より工業用水道の
建設改良費が増加。

耐用年数を迎える基幹的農業水利施設数

基幹的農業水利施設は、多くが戦後から高度経済
成長期にかけて整備されたものが多く、老朽化が
進行。機能の保全と次世代への継承が課題。下水処理場の単年度処理場共用数

【状況】 水道や下水道などの水インフラは、終戦後の昭和20年代から急速に整備され、戦後の復興と発展を支える重要な役割を果たしてきたが、
その一方、現在では、更新が必要な時期を迎えた老朽化した施設の割合が急速に増加。
今後、地震などの災害に起因する大規模災害の被害も想定した上で、老朽化した施設の戦略的な維持管理・更新や耐震化を行い、リ
スク低減に向けた取組を継続的に推進することが必要。

水道の普及率は、高度経済成長期に急激に上昇。その
時代に投資した水道の資産（特に整備のピーク期）の更
新時期が到来している。

下水道管路ストックは約47万km（地球約11周分）。
今後、布設後50年以上を経過した老朽化管路が急増。

資料) 厚生労働省
資料) 国土交通省

資料) 総務省 資料) 国土交通省

資料) 農林水産省

（注）１ 基幹的農業水利施設は、農業用用排水のための利用に供される施設であって、
その受益面積が100ha以上のもの。

２ 推計に用いた各施設の標準耐用年数は、「土地改良事業の費用対効果分析に
必要な諸係数について」による標準耐用年数を利用しており、概ね次のとおり。
（貯水池：80年、取水堰：50年、水門：30年、用排水機場：20年、水路：40年 等）
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３ 水の適正かつ有効な利用の促進等 (３)水インフラの戦略的維持管理・更新等 2/2

上水分野における適切な資産管理の推進

適切な資産管理を推進するため、水道法を改正し、水道施設の維持・管理及び水道
施設台帳の作成・保管を義務化するとともに、水道施設の計画的な更新や収支の見
通しの作成・公表を努力義務として規定。

適切な資産管理を推進するため、施設の長寿命化計画の策定を推進するとともに、施設の戦略的維持管理・更新を推進。
水道分野では水道法を改正し、水道施設の維持・管理及び水道施設台帳の作成・保管を義務化するとともに、水道施設の計画的な更
新や収支の見通しの作成・公表を努力義務として規定。

【取組】

ダムにおける長寿命化計画に基づいた戦略的維持管理

定期的に更新等を行う「時間計画保全」による維持管理から、長寿命化計画
に基づいた「状態監視保全」による維持管理に移行し、より効果的・効率的な
維持管理を推進。

下水道ストックマネジメント支援制度を活用し、計画的な点検・調査及び長寿命化を含め
た対策を支援すると共に、維持管理を起点としたマネジメントサイクルの確立を促進。

下水分野におけるストックマネジメントの推進

ストックマネジメント支援制度（施設全体）

下水道ストックマネジメント計画
の策定

・施設全体の維持管理・改築
関する事項

・施設全体の維持管理・改築

同計画に基づく
点検・調査

同計画に基づく改築

リスク評価・優先順位付け

施設全体の維持管理・改築を最適化する
ストックマネジメントの取組を一体的に支援

事業費の平準化・削減

■更生工法による
長寿命化

■計画に基づく
点検・調査

資料) 厚生労働省

資料) 国土交通省

資料) 国土交通省
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３ 水の適正かつ有効な利用の促進等 (４)水の効率的な利用と有効利用

用途間をまたがる水の転用の実施状況(一級水系)

ア 水利用の合理化

社会経済情勢が変化する中、地域の実情に応じて用途間をまたがる
水の転用が実施されている。

イ 雨水・再生水の利用促進

工業用水の回収率の全国平均値は、平成26年には約80%まで向上、
工業用水の使用量は微減傾向。

ウ 節水 工業用水の使用量の推移

【状況】 水の効率的な利用と有効利用のため、用途間の水の転用を地域ニーズと実情に応じて推進するとともに、雨水や再生水の利用の積極的
推進や節水意識の醸成が重要。
関係者の相互理解により農業用水を都市用水に転用する等、水利用の合理化の取組を実施。また、平成29年8月に「新下水道ビジョ
ン加速戦略」 (平成29年8月)において再生水の活用を強化、推進すべき施策として位置づけ、事例集を公表するなど取組を推進。

【取組】

下水再生水利用量の用途別割合（平成28年度）

我が国の年間下水処理水量153.4億m3のうち、再生水利用量は1.4%の
2.1億m3。利用量の用途別割合としては、修景用水、河川維持水といっ
た用途が多く、再生水利用量は近年横ばいの状況。

資料) 国土交通省

（出典：平成30年版日本の水資源の現況）
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３ 水の適正かつ有効な利用の促進等 (５)水環境

水環境整備事業の概要

公共用水域環境基準達成率の推移

【状況】 公共用水域等における環境基準を設定し、水質汚濁を着実に改善してきた一方、閉鎖性水域の水質改善等に依然として課題が存在。
水環境の悪化が著しい河川等において浄化導水や底泥浚渫などの水質浄化のための取組を実施。また、下水道や集落排水施設、浄化
槽のそれぞれの有する特性、経済性等を総合的に勘案して、適切な役割分担下での生活排水処理対策を計画的に実施するとともに、
工場・事業場からの排水規制や水質総量削減制度等に基づく取組を推進。

【取組】

直接浄化や浚渫、導水等の様々な取組を実施。

下水道、集落排水施設、浄化槽それぞれの特性、経済性等を勘案し、汚水処理対策
を計画的に推進。平成29年度末における全国の汚水処理人口普及率は90.9%。

汚水処理人口普及率（平成29年度末時点）
（平成２９年度末）

100万人以上 50～100万人 30～50万人 10～30万人 5～10万人 5万人未満 合計

2,962 1,120 1,755 3,096 1,792 2,007 12,732

100

90

80

 普

70

汚水処理人口
普及率

全国平均：90.9%

60

 及

50

40

 率

30

20

 (%)

10

0

人口規模

総人口
（万人）

浄:19.8%

浄:15.5%

浄:9.7%

浄:7.3%

農:0.5%

99.6%

94.4%
93.4% 90.5%

85.4%

79.4%

汚水処理施設（全体）

下水道 10，031万人
（78.8％）

農集排等 344万人
（ 2.7％）

浄化槽 1，175万人
（ 9.2％）

コミプラ 21万人
（ 0.2％）

計 11，571万人
（90.9％）

農:2.5%

農:8.0%

農:4.5%

下:51.1%

下:65.2%

下:78.2%

下:85.0%

下:87.8%

下:99.2%
農:1.0%

浄:5.9%

浄:0.3%

1,120 2,0071,755 3,0962,962 1,792 12,732

0
合計5万人未満50～100万人100万人以上 30～50万人 5～10万人10～30万人
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下：99.2%

下：78.2%

下：85.0%下：87.8%

下：65.2%

下：51.1%

99.6%

浄：15.5%

浄：19.8%

浄：5.9%
浄：7.3%

浄：9.7% 農：4.5%

農：8.0%

浄：0,3% (平成29年度末)

汚水処理人口普及率
全国平均：90.9%

下水道 10,031万人
(78.8%)

農集排等 344万人
(2.7%)

浄化槽 1,175万人
(9.2%)

コミプラ 21万人
(0.2%)

計 11,571万人
(90.9%)

普

及

率

資料) 環境省

資料) 国土交通省

資料) 国土交通省

閉鎖性水域の水質改善等のため、工場・事業場からの排水規制や
水質総量削減制度等に基づく取組を推進。
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３ 水の適正かつ有効な利用の促進等 (６)水循環と生態系

多自然川づくり

侵食・堆積・運搬といった河川全
体の自然の営みを視野に入れる

地域の暮らしや歴史・文化との
調和にも配慮

多自然川づくり

【状況】 適正な生態系管理は、生態系サービスの向上と健全な水循環の維持又は回復に深く関わるため、流域全体を視野に入れた生態系の保全
と再生の取組を推進することが重要。
「つなげよう、支えよう森里川海」プロジェクトに代表される流域全体を視野に入れた生態系の保全と再生の取組等を推進。また、河川が本
来有している生物の生息・生育・繁殖環境及び多様な河川景観を保全・創出するための「多自然川づくり」を推進。

【取組】

「つなげよう、支えよう森里川海」プロジェクト

国民各層の自発的なライフスタイルの転換を目指した各種イベント等の開催及び情報発信
等を実施。

良好な河川環境の形成をはかるために、「現在良好な河岸やみお筋は保全
する」、「川の変化を許容する」、「河床の安定性と連続性を確保する」、「流速
を現状より大きくしない」、「維持管理を視野に入れる」のポイントが重要。

資料) 環境省

資料) 国土交通省
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３ 水の適正かつ有効な利用の促進等 (７)水辺空間

急激な経済発展等を経て水辺が人々の生活から遠ざかることになった経緯を踏まえ、流域において水辺空間の有効活用とその機
能を効果的に発揮するための施策を推進することが必要。
「かわまちづくり」支援制度等により、良好な空間形成を図る取組を推進。また、都市部等における濠や池・沼等の良好な水辺空
間を確保するため、夏場のアオコ発生対策などの水質改善に取り組むとともに、有効な技術の普及展開を促進。

水生植物の管理

皇居外苑濠水浄化施設の運用・発生汚泥処理施設の整備、水生植物の管理など
の水環境管理を実施。

かわまちづくり支援制度

市町村、民間事業者及び地元住民と河川管理者の連携の下、「かわまちづくり」支援制度
等により、「河川空間」と「まち空間」が融合した良好な空間形成を図る。

【状況】

【取組】

農業水利施設の整備と一体的に親水施設を整備。

農業用用排水路における水辺空間の保全・再生・創出

資料) 国土交通省

資料) 農林水産省

資料) 環境省
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３ 水の適正かつ有効な利用の促進等 (８)水文化

水の里応援プロジェクト

上下流交流活動

水源地域への理解を深め、ふれあい、楽しむ旅行企画を表彰する「“水の
めぐみ”とふれあう水の里の旅コンテスト」を平成22年度から毎年実施。

【状況】

【取組】

流域における多様な水文化の継承と、その基盤となる地域社会の活性化を図るため、水文化に関する情報発信や上下流の多様な連携
を推進する必要がある。
上下流の多様な連携を推進するための事業を実施。また、水文化の適切な継承・再生・創出を図るために水源地域等における観光資源
や特産品を全国に伝える活動である水の里※応援プロジェクト等を実施。

“水のめぐみ”とふれあう水の里の旅コンテスト

水の里（ダム周辺など、おおむね河川の上流部の
区域に位置する“まち”や“むら”）には豊かな川の流
れや満々と水を湛えるダムなどがあり、下流の多くの
農地や街を潤しています。

購買・旅行

水の里の魅力ある特産品や観光資源の発掘・プロモーション

水の里は、私たちの”水”の出発点

協力

水の里

の隠れた特産
品や観光資源

下流地域の

消費者や観光
客

国土交通省
産業界

○流通業界（特産品）
○旅行業界（観光資源）

※「水の里」とはダムの周辺など、おおむね河川の上流部の区域に位置する“まち”や “むら”をいいます

上流地域と下流地域が連携した交流体験や地域づくりなどを全
国で実施。

水源地域等における観光資源や特産品を全国に伝える活動である水の里応援プロジェクトを実施。
資料) 国土交通省

資料) 国土交通省

資料) 国土交通省
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３ 水の適正かつ有効な利用の促進等 (９)水循環と地球温暖化

地域気候モデルによる気候変動の将来予測

今後、気候変動などによる年間無効水日数が増加するとともに、年間
最深積雪の減少が予測されている。

1980～1999年
平均に対する
2076～2095年
平均の差

気候変動モデ
ルにおける日
降 水 量 が
1.0mm 未 満 の
日 を 「 無 降 水
日」と定義

注)
1.

2.

【状況】 地球温暖化などの気候変動による年間無降水日数の増加や年間最深積雪の減少が予測され、水害や渇水などの水災害リスクや水質
や生態系に対する影響などが懸念。
健全な水循環の維持又は回復のために、二酸化炭素など温室効果ガスの削減を中心とした緩和策とともに、地球温暖化に伴う様々な影
響への適応策を推進。

【取組】

適応策

緩和策

湖沼における調査研究、気候変動適応策の検討

・全国の湖沼における気候変動影響の適応策の検討に活用できるよう、モデル的
な湖沼（八郎湖、琵琶湖、池田湖）における湖沼水質等の将来影響予測とその評
価、適応策の選択肢の整理とそれぞれの効果の予測等を進めている。

（湖沼水質の将来予測と影響
評価の検討例）

・気候変動による影響と予測さ
れる主要な変化（「水温」、「融
雪期」、「降雨」）に対し、水質・
生態系への影響を評価するた
めの指標を設定。

冷房の場合 暖房の場合

外気35℃

採熱
20～30℃

室温28℃

吹出15℃

冷媒等7℃

20℃

外気5℃
室温20℃

吹出35℃

冷媒等45℃

30℃

排熱
25～35℃

地中温度
15℃

地中熱
ヒートポンプ

地中熱交換器
（Uチューブ）

注）図中の温度はイメージです。

放熱

排熱
0～5℃

採熱
5～10℃

地中温度
15℃採熱

気温

地中の温度
（≒平均気温）

メリット

メリット

夏
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地下水・地盤環境への影響を配慮しつつ、再生可能エネルギー資源を有効活
用する取組を推進。

※地中熱利用施設イメージ図

気候変動

影響要素
主要変化 水質・生態系への影響

①底層水の貧酸素化、底層利用種の酸欠

②底泥からの窒素、りんの溶出

③冷水性魚類等の生息適水温とのずれ

④植物プランクトン量(chl.a)の変化

⑤魚類の生息水深の変化

⑥底泥からの窒素、りんの溶出

藍藻類の変化・増加 ⑦魚類生息影響

湖面結氷の短期化 ⑧魚類、プランクトンへの影響

融雪時期の変化による栄養

塩供給時期の変化
⑨植物プランクトン量(chl.a)の変化

⑩春先の栄養塩供給量減少

⑪湖底へ貫入する融雪水量の変化

⑫浮遊物質量の増加、透明度の変化

⑬植物プランクトン量(chl.a)の変化

降雨の

変化

増水、渇水、ピーク流量の

変化、流入栄養塩の変化

融雪期の

変化 河川流量変化による湖内流

動・循環の変化

水温変化

冬季全循環不全

水温上昇

資料) 気象庁

資料) 環境省

資料) 環境省
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４ 健全な水循環に関する教育の推進等

官民連携「ウォータープロジェクト」

8月1日水の日に「水を考えるつどい」を開催。その他、全日本中学生
水の作文コンクールや子供向け参加体験型イベント、水の日ポス
ター作成、フォトコンテスト開催等、普及啓発のための活動を実施。

内閣官房及び国土交通省のＨＰにおいて地方公共団体やその他関係団体が
主催する見学イベントや参加型イベント等の「水の日（８月１日）」関連行事を
公表。

水に関する普及啓発活動

「水の日(8月1日)」関連行事

〇平成28年度の関連行事数：157行事（39都道府県）

○平成29年度の関連行事数：208行事（44都道府県）

○平成30年度の関連行事数：238行事（45都道府県） 「健全な水循環」に
関するロゴマーク

ダムカード ・ 水の恵みカード ・ マンホールカード

【状況】 日々の暮らしの中で利用する水と水循環との関係が見えにくいことにも留意し、教育、啓発、広報、情報発信の推進と健全な水循環の維持
又は回復に関する国民の自発的な活動が促されるような環境づくりが重要。
8月1日水の日の「水を考えるつどい」の開催をはじめとして、子供向け参加体験型イベント等、普及啓発、教育に関する活動を実施。また、
共通のシンボルマークやポータルウェブサイト等の活用を通じて、民間の主体的・自発的・積極的な活動を促進。

【取組】

啓発ロゴの提供 イベントで水の取組をPR

環境省が関係主体間の連携協力の場をつくり、民間企業等の主体的・自発的・積極的な活動を
推進し、全国的に幅広く国民の理解と関心を深める活動を実施。（平成30年12月10日時点：162
企業・団体が参加）

ダムカードは、ダムをより知っていただくための小型のパンフレットとして、水の恵みカードは、
地元農産物とそれを支える農業水利施設の魅力を伝える目的に、マンホールカードは、下
水道の役割を知っていただき観光振興につなげることを目的として配付。

ポータルサイトでの情報発信

資料) 国土交通省

資料) 国土交通省

資料) 環境省

資料) 国土交通省、農林水産省
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５ 民間団体等の自発的な活動を促進するための措置

【状況】 行政など既成の枠を超えた独自の取組を展開することが期待されている中、団体活動のマネジメントの能力を持つ人材の発掘、育成、資
金確保、情報開示による信頼性の向上、地域コミュニティーの維持などの課題への対応が重要。
河川管理に資する活動を自発的に行っている民間団体等を河川協力団体として指定するなど、団体としての自発的活動を促進。また、
水循環に関する市民や地域の理解と関心を深めるため、民間団体等による水環境調査や普及啓発、地域における共同活動などを推進。

【取組】

河川協力団体制度

水生生物を指標として河川の水質を総合的に評価するため、また、環境問題へ
の関心を高めるため、一般市民等の参加を得て全国水生生物調査を実施。

水生生物調査の実施

河川環境の整備や保全などの河川管理に資する活動を自発的に行っ
ている民間団体等を河川協力団体として指定し、団体としての自発的活
動を促進し、地域の実情に応じた多岐にわたる河川管理の充実を推進。

農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮のために行われる共同活動や
農業生産活動等へ支援

日本型直接支払制度

20

地域住民等による里山林の整備活動への支援

森林の多面的機能の発揮を図るとともに山村地域のコミュニティを維持・活
性化させるため、地域住民等による森林の保全管理活動等の取組を支援。

資料) 国土交通省 資料) 環境省

資料) 農林水産省
資料) 林野庁
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６ 水循環施策の策定及び実施に必要な調査の実施

【状況】 水循環に関わる調査・研究は、個別分野の調査・研究を基礎として、分野を横断して情報を共有した上で、全体を俯瞰して進めることが
重要。また、調査研究の成果を利用しやすい形態で公表・共有化を進めることが重要。
観測を含めた必要な調査の実施やその成果の集約化及び共有化のための措置等を実施。また、河川水辺の国勢調査において、河川及
びダム湖における生物の生息・生育状況等の調査を定期的・継続的に実施。

【取組】

公共用水域等の常時監視

水質汚濁防止法の規定に基づき、公共用水域等の水質の汚濁状況を常時監視。効率的
な処理及び基礎データの一元的管理を適正に行うため、データを集計・分析しウェブサイト
に公表。

河川水辺の国勢調査

「河川水辺の国勢調査」において、河川及びダム湖における生物の生息・生
育状況等を定期的・継続的に調査。

資料) 環境省 資料) 国土交通省
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７ 科学技術の振興

災害時や危機的渇水時における非常時地下水利用システムの開発

戦略的イノベーション創造プログラム（SIP)において、災害時にお
ける地下水の利用を実現するため、平時からの地下水の実態を
把握するための研究調査を開始。

下水道管理者が抱える課題を解決する革新的技術を対象に、国が主体となって、実規模
レベルの施設による技術的な検証を行い、ガイドライン等により全国展開を図る下水道革
新的技術実証事業（B-DASHプロジェクト）を推進。

気候変動観測衛星「しきさい」(GCOM-C)

気候変動予測精度の向上や水循環変動メカニズムの解明等
への貢献のため、平成29年度に気候変動観測衛星「しきさ

い」を打ち上げ観測を開始。

【状況】 調査・研究の成果を利用しやすい形態で公表・共有化を進め、有効活用を図るとともに、開発された技術が国内外において正当な対価を
伴い円滑かつ速やかに普及される仕組みが必要。
水質汚濁に係る分析手法や水循環モデルの精緻化、人工衛星を活用した水循環変動メカニズム解明等、水循環に係る様々な分野に
おいて研究開発、技術実証等を実施。

【取組】

下水道革新的技術実証事業（B-DASHプロジェクト）

資料) 国土交通省

資料) 文部科学省

資料) 国土交通省
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８ 国際的な連携の確保及び国際協力の推進

SDGs実施方針に基づく取組

我が国のSDGs実施指針の８つの優先課題に基づき、④持続可能で強靱な国
土と質の高いインフラの整備の水資源開発・水循環の取組を中心に具体的な
取組内容を設定して実施。

【状況】 世界の水問題解決と我が国の経済の活性化に向け、国際機関及びNGO等と連携しつつ、世界的な取組へ貢献するとともに、優れた水
関連制度・技術・システム等の海外展開を更に推進することが必要。
我が国のSDGs実施指針の８つの優先課題に基づいた取組内容を設定して実施。また、世界水フォーラムなどの国際会議において、我が
国における水循環の取組や水防災に関する取組について積極的に発信。
途上国における排水規制など法制度面での支援、浄化槽や産業排水処理技術など我が国技術の海外展開を推進。

【取組】

(下水)

ア ジ ア 汚水 管理 パートナ ーシ ッ プ

アジア水環境パートナーシップ（WEPA）

環境省が提唱した取組で東アジア13か国が
参加。法制度の改善・運用や排水管理の強
化などの水環境改善プログラムを支援。

WEPA年次会合

浄 化 槽 の海 外展 開

17 28 37 60 92 120 154 201 267 613 1,135 1,187 1,243 
1,943 

3,257 

6,451 

12,846 

累
計
基
数

年

マスタープラン段階からの下水道・浄化槽の包括
的な汚水処理サービスを提案し、浄化槽の海外
展開を支援。

海外向け浄化槽設置基数の推移

SDGsの目標達成に貢献するため、アジアの汚水管理の主流化を目指したAWaPを
2018年7月に設立。

第8回世界水フォーラム第３回アジア・太平洋水サミット

閣僚級会議における秋本政務官による
スピーチで、水防災意識社会の重要性、
水循環の取組など、日本の取組を発信。
成果文書である閣僚宣言文に水循環
の視点の重要性等が盛り込まれた。

水循環のセッションにおける石井水
循環担当大臣によるスピーチで、水
循環の健全化に向けた取組を発信。
成果文書であるヤンゴン宣言に「健
全な水循環の管理」が盛り込まれた。

資料) 国土交通省 資料) 国土交通省

資料) SDGs推進本部

資料) 環境省

資料) 国土交通省

資料) 環境省
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９ 水循環に関わる人材の育成

産官と学が連携し、学生に対して下水道の仕組みや役割
を発信することで、下水道分野の人材確保に努めている。

【状況】 水循環に関わる人材不足と負担の集中が懸念される中、実務者の育成や一定の技術的知見に基づく基準類の体系化、資格制度の充
実、研修等が不可欠。
水循環に関する分野の専門家の派遣等を実施し、グローバルに活躍出来る人材を育成。また、上下水道業界をはじめとして、官民ともに
各主体において、人材育成や担い手確保に向けた活動を実施。

【取組】

下水道分野の産学連携講義

工業用水道基礎研修

経済産業省が主催し、工業用水道事業に携わる地方公共団
体等の職員に対して、講師による講義形式によって、毎年度
１回開催している。受講者は５０名（※平成２９年度は４９名）。

日本水道協会による職員研修

配管･接合実習の様子 浄水処理実習の様子

公益社団法人日本水道協会では水道事業及び水道業務に携わる事務・技術担当
者の育成と質的向上を図ることを目的に、事務分野から技術分野まで様々な研修
会を開催している。

資料) 厚生労働省

資料) 経済産業省

資料) 国土交通省


